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②　リサ・ワース氏、国連欧州経済委員会（UNECE）

議長、ご列席の皆様、各代表の皆様、そして同僚の皆様、
国連地域委員会を代表して、皆様にお話しする機会をいただき、感謝いたします。過去20年間にわたり「高齢化に関するマドリッド国際行動計画」の実施を監視して得られた知見に基づき、WHOの同僚が述べた考察に補足して、証拠に基づく政策立案においてデータがいかに重要であるかについて、皆様の注意を喚起したいと思います。データの重要性は、一方では、人口動態の変化や高齢化、そして高齢者の状況やニーズの多様性への理解を深めることです。他方では、政策上の公約、取り組み、成果を監視するために、入手でき、信頼性が高い、確かなデータが重要な役割を果たすことです。
質の高い、年齢別データは、証拠に基づく政策立案に不可欠ですが、依然すべての地域で不十分です。
この点を指摘した研究が数多くあります。高齢者のあらゆる人権の享受に関する元独立専門家のローザ・コルンフェルト-マッテ氏が2020年に人権理事会に提出したデータの欠陥に関するテーマ別報告、ティッチフィールド・シティ・グループによる高齢化に関する取り組み、欧州統計専門家会議による高齢化関連統計に関する詳細な検討と勧告などが挙げられます。
ここで、データに関連する切実な課題を指摘させてください。
第一に、年齢別分類は依然として不十分です。多くの国では、60歳または65歳以上のすべての人が依然一つのグループとして報告されています。これはもはや労働力参加のパターンや年金政策を反映しておらず、高齢者の多様さをおおい隠しています。多くのSDGs指標では年齢別分類が求められているにもかかわらず、実際には高齢者に関するデータがないか、不完全なことが多いです。例えば、失業統計には若年層や労働年齢層の成人が含まれても、高齢求職者は除外される場合があります。また死亡統計では、70歳までの死亡のみを「早死」と分類することが多く、それ以上の年齢の死因情報はほとんどありません。 
さらに、昨日の多くの発言が指摘したように、高齢者は均一ではない集団です。その状況やニーズを理解するためには、年齢だけでなく、性別、障害、民族、居住形態、その他の不平等を形作る特性によってもデータを分類しなければなりません。
第二に、調査の限界が、高齢化の重要な側面の測定を妨げています。多くの高齢化関連指標は全国調査に依存していますが、高齢者（特に最高齢層）の標本サイズは、有意義な分析や多角的な分類を行うには小さすぎる場合が多いです。世帯主からのみ情報を収集する調査は、多世代世帯で暮らす高齢者の実態を覆い隠してしまう可能性があります。また、ほとんどの調査が一般家庭のみを対象としているため、ケア施設（介護施設）で暮らす高齢者は統計上、無視されてしまいます。
第三に、概念上の課題が依然として残っています。高齢化関連データの収集の導きとなる、合意された概念的枠組みはまだ存在しません。その結果、労働条件、差別、暴力、虐待およびネグレクト、高齢者に優しい環境、情緒的・精神的ウェルビーイング、インフォーマルな介護、医療へのアクセス、終末期ケア、世代間移転といった多くの重要なテーマについて、データは依然として不足しています。一部の地域では、長期ケア（介護）の提供状況や満たされていないケアニーズに関するデータはほとんど入手できません。実際のケア体制が不明確であるにもかかわらず、政府は同居が家族によるケアを意味すると仮定することが多いです。
第四に、高齢化関連データのニーズは変化しています。政策の文脈が変化するにつれ、新たな課題が生じています。例えば、気候変動やデジタル化は高齢者に特有の影響を及ぼすにもかかわらず、これらの分野における政策立案を支える証拠は極めて限られています。
第五に、データへのアクセス困難やデータの断片化が、効果的な政策立案と説明責任を妨げています。高齢化は横断的な課題であり、データは複数の省庁や機関によって収集されています。この断片化により、高齢者、特に政策介入を最も必要としている人々の状況について、一貫した全体像を把握することが困難になっています。高齢者に関する詳細かつ分類された情報は、高齢者の権利を促進する上で不可欠であるだけでなく、政策公約の実施や望ましい成果に向けた進捗に対する説明責任を強化するためにも不可欠です。
最後に、各国の統計システムが直面している制約を認識しなければなりません。限られた資源、競合する優先事項、そして不十分な能力が、進展を妨げています。これには、人権高等弁務官事務所（OHCHR）が提唱する「人権に基づくアプローチ」をデータに適用することにも影響が及んでいます。このアプローチは、私が既に述べたデータの分類や説明責任の原則に加え、参加、自己同定（self-identification）、透明性、プライバシーの原則を強調するものです。高齢者の中でも「支援が届きにくい層」に働きかけることは、困難であり、より多くの費用を要します。必要な投資には、強い政治的意志、明確な任務、そして資金投入が不可欠です。 
皆様、尊敬する代表の皆様、同僚の皆様、 
堅固で、分類された、アクセスしやすいデータがなければ、高齢者、その実情やニーズは、政策立案において見えないままとなります。 
高齢化に関するデータシステムを強化することで、すべての高齢者が認識され、その声が聞き入れられ、数えられることを確保することができます。これは、高齢者が人権を完全に享受するために不可欠なことです。
ありがとうございました。

（翻訳：佐藤久夫、高田清恵）
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